
（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【企業局】 滝沢ダムの試験湛水の遅れにより、平成２０年９月末に

滝沢発電所の試運転終了及び引渡しを行い、あわせて電気１ 電気事業 8,486,001 1,244,810 1,244,810
事業の清算業務を平成２０年度中に行う。料金収入 資産売却収入 資産売却収入

976,197 732,950 732,950

【収入】負担金 13,479 財産収入等 財産収入等

・滝沢発電所試運転の発生電力料 ２，０３３万１千円資産売却収入 22,534 22,534

・滝沢発電所の資産売却代金相当分 ７億３，２９５万円2,300,000 内部留保資金 内部留保資金

・その他（資金運用利息等） ２２０万３千円財産収入等 489,326 489,326

【支出】35,167

・試運転に係る人件費・事務費等（４～９月分）内部留保資金

４，１８３万円5,161,158

・地域整備事業会計への清算事務負担金

（１０月～３月分人件費等） ２，６８２万２千円

・滝沢発電所売却による特別損失

１０億９，０５７万７千円

・その他（消費税・国有資産等所在市町村交付金等）

８，５５８万１千円

【電気事業に係る残余財産（見込み 】）

約１６億６，０００万円

【スケジュール（予定 】）

H19.11.9 譲渡契約締結（譲渡先：東京発電株式会社）

H20. 3末 滝沢発電所を除く電気事業資産の引渡し

6～8 滝沢ダム清算完了、滝沢発電所処分申請・承認

9末 滝沢発電所資産の引渡し

企業局

－ １ －

【審査の考え方】

将来にわたり安定的な管理・運営が可能な民間

事業者への発電施設等の引渡しを行うため、滝沢

発電所引渡しまでの業務及び電気事業の清算業務

の必要性を認め、要求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

２ 地域整備事業 圏央道沿線の菖蒲南部地区、川越第二地区及び騎西国道

を整備す（菖蒲南部産業団地 3,568,372 2,593,551 2,593,551 １２２号沿道地区に地元市町と共同で産業団地

る。整備事業費） 内部留保資金 内部留保資金 内部留保資金

3,568,372 2,593,551 2,593,551

菖蒲南部産業団地（３年継続事業の第２年次分）

【事業概要】

計画地区 南埼玉郡菖蒲町大字台・三箇地内
だい さ ん が

事業期間 平成１９年度～２１年度

施工予定面積 １８７，９００㎡

分譲予定面積 １４４，６００㎡

【収支計画】

収入 分譲収入 ６，７９６，２００

公共施設売却収入 １９７，９７７

支出 整備事業費 ６，６２７，５６２

調査費、分譲経費 ２６，８６８

収支 ３３９，７４７千円

【平成２０年度施工予定】

・造成工事費 ２５億３，１５３万円

・事務費等 ６，２０２万１千円

【スケジュール（予定 】）

H20.3 造成工事契約締結（設計・施工一括発注）

H20.4 分譲募集開始

H22.3 分譲用地の引き渡し

企業局

－ ２ －

【審査の考え方】

圏央道沿線市町と連携し、圏央道の開通を活か

した産業集積を推進するため、菖蒲町との共同事

業方式により、圏央道菖蒲白岡ＩＣ周辺に産業団

地を整備する必要性を認め、要求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

３ 地域整備事業 川越第二産業団地（３年継続事業の第２年次分）

【事業概要】（川越第二産業団地 4,178,568 2,630,888 2,630,888
計画地区 川越市大字鴨田地内整備事業費） 内部留保資金 内部留保資金 内部留保資金

事業期間 平成１９年度～２１年度4,178,568 2,630,888 2,630,888

施工予定面積 １９４，０００㎡

分譲予定面積 １５５，８００㎡（１０区画）

【収支計画】

収入 分譲収入 ８，９９０，１００

公共施設売却収入 ２１０，８４９

支出 整備事業費 ７，０５７，３３３

調査費、分譲経費 １６，４０５

収支 ２，１２７，２１１千円

【平成２０年度施工予定】

・造成工事費 ２５億６，４７０万３千円

・事務費等 ６，６１８万５千円

【スケジュール（予定 】）

H19.12.13 造成工事契約締結（設計・施工一括発注）

H20. 1 分譲募集開始

H21. 9 分譲用地の引き渡し

企業局

－ ３ －

【審査の考え方】

圏央道沿線市町と連携し、圏央道の開通を活か

した産業集積を推進するため、川越市との共同事

業方式により、川越工業団地近辺に産業団地を整

備する必要性を認め、要求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

新

４ 地域整備事業 騎西国道１２２号沿道地区産業団地

（３年継続事業の第１年次分）
（騎西国道１２２号 2,553,120 2,553,120

内部留保資金 内部留保資金沿道地区産業団地

【事業概要】整備事業費） 2,553,120 2,553,120

計画地区 北埼玉郡騎西町大字芋茎地内

事業期間 平成２０年度～２２年度

施工予定面積 １９６，０００㎡

分譲予定面積 １５９，５００㎡

【収支計画】

収入 分譲収入 ６，８５８，５００

公共施設売却収入 １５９，４９８

支出 整備事業費 ５，３１９，０６７

調査費、分譲経費 ４９，１９４

収支 １，６４９，７３７千円

【平成２０年度施工予定】

・用地取得費 １７億３，３３０万６千円

・造成工事費 ７億２，８１７万６千円

・事務費等 ９，１６３万８千円

【スケジュール（予定 】）

H20. 5 用地買収開始

H20. 9 造成工事開始

H20.10 分譲募集開始

H23. 3 分譲用地の引き渡し

企業局

－ ４ －

【審査の考え方】

圏央道沿線市町と連携し、圏央道の開通を活か

した産業集積を推進するため、騎西町との共同事

業方式により、国道１２２号沿道に産業団地を整

備する必要性を認め、要求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

新

５ 地域整備事業 圏央道の開通に合わせ、事業化可能性の高い地区につい

て、概略可能性調査（２地区）を行うとともに、さらに開（産業団地整備支援 82,490 82,490
調査費） 発協議に必要な詳細可能性調査（１地区）を実施。長期貸付金償還金 長期貸付金償還金

970,235 970,235

（１）概略可能性調査（２地区） ４，２４２万円内部留保資金 内部留保資金

基本条件調査 ９，５００△887,745 △887,745

土地鑑定評価 ２，２１０

物件調査 ４，５００

埋設物・土壌調査 ５，０００

１地区あたり合計 ２１，２１０千円 × ２地区

（２）詳細可能性調査（１地区） ３，９８０万円

現況測量 ７，５００

道路・水路測量 ６，３００

地質調査 ７，８００

開発協議資料作成 ７，４００

基本設計 １０，８００

１地区あたり合計 ３９，８００千円

（３）地元市町との調整に係る旅費等 ２７万円

企業局

－ ５ －

【審査の考え方】

圏央道沿線市町と連携し、圏央道の開通を活か

、 。した産業集積を推進するため 要求額を措置した




